
報道機関各位

平成２８年１月２５日現在

議案番号 件　　　　　　　　　　名 備　　考

１ 平成２７年度さいたま市一般会計補正予算（第８号） 財 政 課

２
平成２７年度さいたま市国民健康保険事業特別会計補正予算（第
３号）

財 政 課

３
平成２７年度さいたま市後期高齢者医療事業特別会計補正予算
（第２号）

財 政 課

４
平成２７年度さいたま市介護保険事業特別会計補正予算（第４
号）

財 政 課

５
平成２７年度さいたま市用地先行取得事業特別会計補正予算（第
１号）

財 政 課

６
平成２７年度さいたま市大宮駅西口都市改造事業特別会計補正予
算（第２号）

財 政 課

７
平成２７年度さいたま市東浦和第二土地区画整理事業特別会計補
正予算（第２号）

財 政 課

８
平成２７年度さいたま市浦和東部第一特定土地区画整理事業特別
会計補正予算（第２号）

財 政 課

９
平成２７年度さいたま市南与野駅西口土地区画整理事業特別会計
補正予算（第１号）

財 政 課

１０
平成２７年度さいたま市指扇土地区画整理事業特別会計補正予算
（第２号）

財 政 課

１１
平成２７年度さいたま市江川土地区画整理事業特別会計補正予算
（第１号）

財 政 課

１２
平成２７年度さいたま市大門下野田特定土地区画整理事業特別会
計補正予算（第２号）

財 政 課

１３ 平成２７年度さいたま市公債管理特別会計補正予算（第１号） 財 政 課

１４ 平成２７年度さいたま市病院事業会計補正予算（第２号） 財 政 課

１５ 平成２７年度さいたま市下水道事業会計補正予算（第２号） 財 政 課

１６ 平成２８年度さいたま市一般会計予算 財 政 課

１７ 平成２８年度さいたま市国民健康保険事業特別会計予算 財 政 課

１８ 平成２８年度さいたま市後期高齢者医療事業特別会計予算 財 政 課

１９ 平成２８年度さいたま市介護保険事業特別会計予算 財 政 課

平成２８年さいたま市議会２月定例会提出予定議案一覧

(平成２８年２月２日　開会予定)

議 題

記者発表資料
平成２８年１月２９日（金）
問い合わせ先
条例議案 総務部法務・コンプライアンス課

【内２３１８】
予算議案 財政部財政課 【内２５１３】



２０
平成２８年度さいたま市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計
予算

財 政 課

２１
平成２８年度さいたま市食肉中央卸売市場及びと畜場事業特別会
計予算

財 政 課

２２ 平成２８年度さいたま市用地先行取得事業特別会計予算 財 政 課

２３ 平成２８年度さいたま市大宮駅西口都市改造事業特別会計予算 財 政 課

２４
平成２８年度さいたま市東浦和第二土地区画整理事業特別会計予
算

財 政 課

２５
平成２８年度さいたま市浦和東部第一特定土地区画整理事業特別
会計予算

財 政 課

２６
平成２８年度さいたま市南与野駅西口土地区画整理事業特別会計
予算

財 政 課

２７ 平成２８年度さいたま市指扇土地区画整理事業特別会計予算 財 政 課

２８ 平成２８年度さいたま市江川土地区画整理事業特別会計予算 財 政 課

２９ 平成２８年度さいたま市南平野土地区画整理事業特別会計予算 財 政 課

３０
平成２８年度さいたま市大門下野田特定土地区画整理事業特別会
計予算

財 政 課

３１ 平成２８年度さいたま市公債管理特別会計予算 財 政 課

３２ 平成２８年度さいたま市水道事業会計予算 財 政 課

３３ 平成２８年度さいたま市病院事業会計予算 財 政 課

３４ 平成２８年度さいたま市下水道事業会計予算 財 政 課

３５
行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整備に関する条例の制定
について

法務・コンプラ
イ ア ン ス 課

３６
さいたま市区の設置等に関する条例の一部を改正する条例の制定
について

区 政 推 進 室

３７ さいたま市行政不服審査会条例の制定について
法務・コンプラ
イ ア ン ス 課

３８
さいたま市証人等の実費弁償に関する条例の一部を改正する条例
の制定について

農 業 振 興 課

３９
さいたま市特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例等の一
部を改正する条例の制定について 職 員 課

４０
さいたま市職員の給与に関する条例及びさいたま市一般職の任期
付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部を改正する条例
の制定について

職 員 課

４１
さいたま市職員退職手当条例の一部を改正する条例の制定につい
て

職 員 課

４２
さいたま市深作西部土地区画整理事業特別会計条例及びさいたま
都市計画事業深作西部土地区画整理事業施行規程を廃止する条例
の制定について

日進・指扇周辺
ま ち づ く り
事 務 所

４３ さいたま市行政不服審査関係事務手数料条例の制定について
法務・コンプラ
イ ア ン ス 課

４４
さいたま市建築等関係事務手数料条例の一部を改正する条例の制
定について 建 築 行 政 課

４５ さいたま市債権管理条例の制定について 収 納 対 策 課



４６ さいたま市スポーツ振興基金条例の制定について スポーツ振興課

４７
さいたま市民生委員定数条例の一部を改正する条例の制定につい
て

福 祉 総 務 課

４８
さいたま市重度要介護高齢者手当支給条例を廃止する条例の制定
について

高 齢 福 祉 課

４９
さいたま市心身障害者福祉手当支給条例の一部を改正する条例の
制定について

障 害 福 祉 課

５０ さいたま市保育所条例の一部を改正する条例の制定について 保 育 課

５１
さいたま市空き家等の適正管理に関する条例の一部を改正する条
例の制定について 環 境 総 務 課

５２ さいたま市医療法施行条例の一部を改正する条例の制定について 地 域 医 療 課

５３
さいたま市理容師法施行条例及びさいたま市美容師法施行条例の
一部を改正する条例の制定について

生 活 衛 生 課

５４
さいたま市風致地区内における建築等の規制に関する条例の一部
を改正する条例の制定について

み どり推 進課

５５ さいたま市建築審査会条例の一部を改正する条例の制定について 建 築 総 務 課

５６ さいたま市火災予防条例の一部を改正する条例の制定について 査 察 指 導 課

５７ 市営峰岸住宅建設（建築）工事請負契約について 住 宅 課

５８
議決事項の一部変更について（東武野田線岩槻駅東西自由通路設
置工事委託契約）

岩槻まちづくり
事 務 所

５９ 包括外部監査契約について 総 務 課

６０ 市道路線の認定について 土 木 総 務 課

６１ 市道路線の廃止について 土 木 総 務 課

６２ 固定資産評価審査委員会委員の選任について 総 務 課

６３ 固定資産評価審査委員会委員の選任について 総 務 課

６４ 固定資産評価審査委員会委員の選任について 総 務 課

６５ 人権擁護委員候補者の推薦について 総 務 課

６６ 人権擁護委員候補者の推薦について 総 務 課

６７ 人権擁護委員候補者の推薦について 総 務 課

６８ 人権擁護委員候補者の推薦について 総 務 課

６９ 人権擁護委員候補者の推薦について 総 務 課

７０ 人権擁護委員候補者の推薦について 総 務 課
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平成２８年さいたま市議会２月定例会提出議案一覧

合計７０件（予算議案３４件・条例議案２２件・一般議案３件・道路議案２件・人事議案９件）

≪予算議案≫

議案第１号～議案第１５号

 （内容）

  ・ 平成２７年度さいたま市一般会計補正予算    １件

  ・ 平成２７年度さいたま市特別会計補正予算   １２件

  ・ 平成２７年度さいたま市病院事業会計補正予算  １件

  ・ 平成２７年度さいたま市下水道事業会計補正予算 １件

議案第１６号～議案第３４号

 （内容）

  ・ 平成２８年度さいたま市一般会計予算     １件

  ・ 平成２８年度さいたま市特別会計予算    １５件

  ・ 平成２８年度さいたま市水道事業会計予算   １件

  ・ 平成２８年度さいたま市病院事業会計予算   １件

  ・ 平成２８年度さいたま市下水道事業会計予算  １件

≪条例議案≫ 

議案第３５号 行政不服審査法等の施行に伴う関係条例の整備に関する条例の制定について 

       （所管課所・総務局総務部法務・コンプライアンス課） 

行政不服審査法等の施行に伴い、関係条例の整備を行うため、さいたま市固定資産評価審査

委員会条例のほか１１条例について所要の改正を行うもの。 

 （内容） 

１ さいたま市固定資産評価審査委員会条例の一部改正 

・ 行政不服審査法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（以下「整備法」という。

）による地方税法の一部改正を踏まえ、規定の整備を行うもの。 

２ さいたま市附属機関の設置等に関する条例の一部改正 

・ 行政不服審査法の施行に伴い、さいたま市療育手帳判定審査委員会の担任事務から療育

手帳の交付に係る障害程度の判定に関する不服申立ての審査に関する事務を削除するもの。 

３ さいたま市情報公開条例及びさいたま市個人情報保護条例の一部改正 

⑴ 情報公開・個人情報保護審査会への諮問の対象として、開示請求に係る不作為を加え

るもの。 

⑵ 行政不服審査法における審理員による審理手続に関する規定を適用除外とするもの。 

⑶ 整備法による行政機関の保有する情報の公開に関する法律及び行政機関の保有する個人

情報の保護に関する法律の一部改正を踏まえ、規定の整備を行うもの。 

４ さいたま市情報公開・個人情報保護審査会条例の一部改正 

・ 整備法による情報公開・個人情報保護審査会設置法の一部改正を踏まえ、意見の陳述

等、意見書等の提出及び提出資料等の閲覧等に関する規定の整備を行うもの。 
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５ 規定の整備 

・ 行政不服審査法の施行に伴い、次の条例について規定の整備を行うもの。 

 ア さいたま市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例 

  イ さいたま市職員の給与に関する条例 

  ウ さいたま市職員退職手当条例 

  エ さいたま市市税条例 

  オ さいたま市誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁護等に関する条例 

  カ さいたま市営土地改良事業の経費の賦課徴収に関する条例 

  キ さいたま市消防団員等公務災害補償条例 

 （施行期日） 平成２８年４月１日 

議案第３６号 さいたま市区の設置等に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

       （所管課所・市民局区政推進室） 

地方自治法の一部改正に伴い、区の事務所が分掌する事務を定めるため、所要の改正を行う

もの。 

（内容） 

  ・ 分掌事務 

   ・ 地方自治法の一部改正に伴い、区役所の分掌事務を新たに規定するもの。 

 （施行期日） 平成２８年４月１日 

議案第３７号 さいたま市行政不服審査会条例の制定について 

       （所管課所・総務局総務部法務・コンプライアンス課） 

行政不服審査法の施行に伴い、審査請求に係る事件について調査審議する附属機関を設置す

るもの。 

 （内容） 

  １ 設置 

   ・ 行政不服審査法の規定に基づき、「さいたま市行政不服審査会」を設置するもの。 

  ２ 組織 

   ⑴ 委員の定数を５人以内とするもの。 

   ⑵ 委員は、審査会の権限に属する事項に関し公正な判断をすることができ、かつ、法律

又は行政に関して優れた識見を有する者のうちから、市長が委嘱することとするもの。 

  ３ 任期 

   ・ 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げないこととするもの。 

４ 会長 

   ・ 審査会に委員の互選による会長を置くこととするもの。 

  ５ 会議 

   ⑴ 会長は、審査会の会議を招集し、その議長となることとするもの。 

   ⑵ 委員は、自己の利害に関係する議事に加わることができないこととするもの。 

   ⑶ 審査会は、委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができないこととするもの。 
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   ⑷ 審査会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによることとするもの。 

   ⑸ 会議は、非公開とするもの。ただし、会長が必要と認めるときは、審査会に諮って会

議を公開することができることとするもの。 

  ６ 専門委員 

   ⑴ 審査会に、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができることとするも

の。 

   ⑵ 専門委員は、学識経験を有する者のうちから市長が委嘱することとするもの。 

   ⑶ 専門委員は、その者の委嘱に係る当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解

任されるものとするもの。 

  ７ 守秘義務 

   ・ 委員及び専門委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならないこととするもの。 

８ 庶務 

   ・ 審査会の庶務は、総務局において処理することとするもの。 

 （施行期日） 平成２８年４月１日 

議案第３８号 さいたま市証人等の実費弁償に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

       （所管課所・農業委員会事務局農業振興課） 

農業協同組合法等の一部を改正する等の法律による農業委員会等に関する法律の一部改正に

伴い、所要の改正を行うもの。 

 （内容） 

・ 規定の整備 

   ⑴ 農業委員会等に関する法律の規定による公職選挙法の準用規定を削るもの。 

   ⑵ 条例で引用している農業委員会等に関する法律「第２９条第１項」を「第３５条第１

項」に、「耕作者」を「農業者」に、「関係人」を「関係者」にそれぞれ改めるもの。 

 （施行期日） 平成２８年４月１日 

議案第３９号 さいたま市特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例等の一部を改正する条 

       例の制定について 

       （所管課所・総務局人事部職員課） 

さいたま市特別職報酬等審議会からの答申を踏まえ、平成２７年の市人事委員会勧告に基づ

く地域手当の支給割合の引上げが実施された後も給料と地域手当を合わせた月例給総額の水準

が維持されるよう、市長等の給料月額を引き下げるとともに、一般職職員における退職手当の

支給水準の引下げに準じて市長等の退職手当の支給割合を引き下げるため、所要の改正を行う

もの。 

（内容） 

  １ 給料月額の改定 

   ・ 市長等の給料月額を引き下げるもの。

現行 改定後
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市長 １，２４３，０００円 １，２１０，０００円

副市長 ９７７，０００円 ９５１，０００円

水道事業管理者 ８１９，０００円 ７９７，０００円

教育長 ８１４，０００円 ７９２，０００円

常勤の監査委員 ６２５，０００円 ６０８，０００円

特別職の秘書 ４８０，０００円 ４６７，０００円

  ２ 退職手当の支給割合の改定 

   ・ 市長等の退職手当の支給割合を引き下げるもの。

現行 改定比率 改定後

市長 ６０／１００ ８７／１０４ ５０／１００

副市長 ４０／１００ ８７／１０４ ３３／１００

水道事業管理者 ２５／１００ ８７／１０４ ２１／１００

教育長 ２５／１００ ８７／１０４ ２１／１００

常勤の監査委員 ２０／１００ ８７／１０４ １７／１００

特別職の秘書 ２０／１００ ８７／１０４ １７／１００

  ３ 給料月額の改定 

   ・ さいたま市教育委員会教育長の給与等に関する条例を廃止する条例の施行の際現に在

職する教育長（以下「旧制度教育長」という。）の給料月額を引き下げるもの。

現行 改定後

旧制度教育長 ８１４，０００円 ７９２，０００円

  ４ 退職手当の支給割合の改定 

   ・ 旧制度教育長の退職手当の支給割合を引き下げるもの。

現行 改定比率 改定後

旧制度教育長 ２５／１００ ８７／１０４ ２１／１００

 （施行期日） 平成２８年４月１日 

議案第４０号 さいたま市職員の給与に関する条例及びさいたま市一般職の任期付職員の採用及

び給与の特例に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

       （所管課所・総務局人事部職員課） 

平成２７年の市人事委員会からの報告及び勧告を踏まえ、世代間の給与配分及び職務や勤務

実績に応じた給与配分の適正化を図るとともに、地方公務員法の一部改正に伴い、所要の改正

を行うもの。 

（内容） 

１ 給料表の改定 

⑴ 行政職給料表の改定 

・ 国の給与制度との均衡等を考慮し、給料と地域手当との間で給与の配分変更を行う

とともに、世代間及び職務・職責に応じた給与配分の適正化を図るもの。（平均２．

６％（最大４．４％）の引下げ） 

⑵ 医療職給料表の改定 

 ・ 医療職職員の処遇確保に配慮しつつ、行政職給料表との均衡を考慮し改定を行うも

の。（医療職給料表⑴については、医師の処遇を確保するため、改定を行わない。） 
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   ⑶ 特定任期付職員の給料表の改定 

    ・ 国の特定任期付職員の給与改定状況に準じ、給料表の改定を行うもの。 

  ２ 等級別基準職務表の新設 

   ・ 地方公務員法の一部改正に伴い、給料表に定める職務の級（特定任期付職員について

は号給）に分類する基準を条例で規定することとするもの。 

  ３ 初任給調整手当の引上げ 

   ・ 初任給調整手当の支給限度額を３０万７，０００円から３０万７，８００円に引き上

げるもの。 

  ４ 地域手当の支給割合の改定 

   ・ 地域手当の支給割合を１００分の１２から１００分の１５（医療職給料表⑴の適用を

受ける職員については、１００分の１５から１００分の１６）に改めるもの。 

  ５ 単身赴任手当の改定 

   ・ 単身赴任手当の月額を２万３，０００円から３万円に引き上げ、交通距離に応じた加

算額の上限を４万５，０００円から７万円に引き上げるもの。 

  ６ ５５歳を超える職員の給料月額等の特例の廃止 

   ・ ５５歳を超える職員に対する給料月額等の減額支給措置の期間を平成３０年３月３１

日までの間とするもの。 

  ７ 適用 

   ・ ３については平成２７年４月１日から適用するもの。 

  ８ 経過措置 

   ⑴ 現給保障措置 

    ・ 新給料月額が平成２８年３月３１日に受けていた給料月額（旧給料月額）に達しな

い職員については、平成３０年３月３１日までの間、当該新給料月額のほか、その差

額に相当する額を給料として支給するもの。 

   ⑵ 地域手当に関する経過措置 

    ・ 地域手当の支給割合は、平成３０年３月３１日までの間、人事委員会規則で定める

割合とするもの。 

 （施行期日） 平成２８年４月１日（３及び７については、公布の日） 

議案第４１号 さいたま市職員退職手当条例の一部を改正する条例の制定について 

       （所管課所・総務局人事部職員課） 

給料表の引下げ改定に伴い給料月額を算定基礎としている退職手当の支給水準が低下するこ

とを踏まえ、現行の支給水準の範囲内で職員の公務への貢献度をより的確に支給額に反映させ

るよう、職責に応じて加算することとされる調整額を改定するため、所要の改正を行うもの。 

（内容） 

  １ 退職手当の調整額の改定 

   ⑴ 退職手当の調整額を引き上げるもの。 

現  行 改定後

第１号 ５４，１５０円 ７０，４００円

第２号 ５０，０００円 ６５，０００円

第３号 ４５，８５０円 ５９，５５０円
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第４号 ４１，７００円 ５４，１５０円

第５号 ３３，３５０円 ４３，３５０円

第６号 ２５，０００円 ３２，５００円

第７号 ２０，８５０円 ２７，１００円

第８号 １６，７００円 ２１，７００円

第９号 ０円 ０円

⑵ これまで勤続期間２４年以下の退職者には支給しないこととしていた第８号区分を、他

の区分と同様、勤続期間の長短にかかわらず支給の対象とするもの。 

２ 規定の整備 

   ⑴ 条例で引用している地方公務員法「第２４条第６項」を「第２４条第５項」に改めるもの。 

   ⑵ 条例で引用している地方独立行政法人法「第５５条」を「第８条第３項」に改めるもの。 

 （施行期日） 平成２８年４月１日（２⑵については、公布の日） 

議案第４２号 さいたま市深作西部土地区画整理事業特別会計条例及びさいたま都市計画事業深 

作西部土地区画整理事業施行規程を廃止する条例の制定について 

       （所管課所・都市局まちづくり推進部日進・指扇周辺まちづくり事務所） 

  さいたま都市計画事業深作西部土地区画整理事業について、平成２１年１月９日付けで換地

処分が行われ、清算金処理を含む全ての事業が今年度をもって終了するため、さいたま市深作

西部土地区画整理事業特別会計条例及びさいたま都市計画事業深作西部土地区画整理事業施行

規程を廃止するもの。 

（施行期日） 平成２８年４月１日 

議案第４３号 さいたま市行政不服審査関係事務手数料条例の制定について 

       （所管課所・総務局総務部法務・コンプライアンス課） 

行政不服審査法等の施行に伴い、審理員、審査庁又はさいたま市行政不服審査会による書面

の写し等の交付に係る手数料を新設するため、新たに条例を制定するもの。 

 （内容） 

  １ 種類及び額 

事務の種類 手数料の額 

１ 法第３８条第１項の規定による書面若しくは

書類の写し又は電磁的記録に記載された事項を 

用紙１枚につき １０円（カラー

で複写され、又は出力された用紙 

記載した書面の交付 にあっては、１枚につき２０円） 

２ 法第８１条第３項において準用する法第７８

条第１項の規定による書面若しくは書類の写し

又は電磁的記録に記載された事項を記載した書

面の交付 

用紙１枚につき １０円（カラー

で複写され、又は出力された用紙

にあっては、１枚につき２０円） 

３ 地方自治法第２５８条第１項において準用す

る法第３８条第１項の規定による書面若しくは

書類の写し又は電磁的記録に記載された事項を

記載した書面の交付 

用紙１枚につき １０円（カラー

で複写され、又は出力された用紙

にあっては、１枚につき２０円） 

４ 公職選挙法第２１６条第１項において読み替

えて準用する法第３８条第１項の規定による書

面若しくは書類の写し又は電磁的記録に記載さ

れた事項を記載した書面の交付 

用紙１枚につき １０円（カラー

で複写され、又は出力された用紙

にあっては、１枚につき２０円） 



- 7 - 

５ 地方税法第４３３条第１１項において読み替

えて準用する法第３８条第１項の規定による書

類若しくは資料の写し又は電磁的記録に記載さ

れた事項を記載した書面の交付 

用紙１枚につき １０円（カラー

で複写され、又は出力された用紙

にあっては、１枚につき２０円） 

  ２ 減免 

   ・ 審理員、審査庁（他の法令において準用する場合を含む。）又はさいたま市行政不服

審査会は、経済的困難その他特別の理由があると認めるときは、手数料を減額し、又は

免除することができることとするもの。 

 （施行期日） 平成２８年４月１日 

議案第４４号 さいたま市建築等関係事務手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

       （所管課所・建設局建築部建築行政課） 

建築基準法施行令の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの。 

 （内容） 

  ・ 手数料の新設 

   ・ 建築物の移転の認定申請に対する審査手数料を１件につき２７，０００円とするもの。  

 （施行期日） 平成２８年４月１日 

議案第４５号 さいたま市債権管理条例の制定について 

       （所管課所・財政局債権整理推進部収納対策課） 

  市の金銭債権の管理に関する事務の処理について一層の適正化を図り、もって公正かつ円滑

な行財政運営に資するため、新たに条例を制定するもの。 

 （内容） 

１ 市長等の責務 

・ 市長等は、市の債権の管理に関する事務について、法令等の定めるところにより、市

の債権を適正に管理しなければならないこととするもの。 

  ２ 台帳の整備 

  ・ 市長等は、市の債権を適正に管理するため、規則で定める事項を記載した台帳を整備

しなければならないこととするもの。 

  ３ 督促 

   ・ 市長等は、市の債権について、履行期限までに履行しない者があるときは、法令等の

定めるところにより、督促しなければならないこととするもの。 

  ４ 債務者に関する情報の共有 

   ・ 市長等は、履行期限までに履行されない市の債権がある場合で、当該債権の管理事務 

を効果的に行うため必要があると認めるときは、当該事務の遂行に必要な限度で、当該

債務者の規則で定める情報を同一の実施機関内において利用し、他の実施機関に提供し、

又は他の実施機関から収集することができることとするもの。 

  ５ 滞納処分等 

   ・ 市長等は、自力執行権のある債権について、督促後相当の期間を経過してもなお履行

されないときは、滞納処分等並びに徴収猶予、換価の猶予及び滞納処分の停止について、

法令等の定めるところにより、行わなければならないこととするもの。 

  ６ 強制執行等 
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   ⑴ 市長等は、自力執行権のない債権について、地方自治法施行令の規定により、強制執

行その他その保全及び取立てに関し必要な措置をとらなければならないこととするもの。 

   ⑵ 市長等は、自力執行権のない債権について、地方自治法施行令の規定により、徴収停

止、履行期限の延長等又は当該債権及びその延滞金等の免除をすることができることと

するもの。 

  ７ 債権の放棄 

   ⑴ 市長等は、自力執行権のない債権について、一定の場合に、当該債権及びその延滞金

等を放棄することができることとするもの。 

   ⑵ 市長は、毎年度、放棄した債権について、議会に報告するものとするもの。 

（施行期日） 平成２８年４月１日 

議案第４６号 さいたま市スポーツ振興基金条例の制定について 

       （所管課所・スポーツ文化局スポーツ部スポーツ振興課） 

スポーツ振興に関する施策の推進に必要な経費の財源に充てるため、新たに基金を設置する 

もの。 

 （内容） 

１ 積立て 

・ 基金として積み立てる額は、寄附金及び積立金で予算に計上した額とするもの。 

２ 繰替運用 

・ 財政上必要があると認めるときは、歳入歳出現金に繰り替えて運用することができる

こととするもの。 

３ 処分 

・ 基金は、スポーツ振興に関する施策の推進に必要な経費の財源に充てる場合に限り、

処分することができることとするもの。 

 （施行期日） 公布の日 

議案第４７号 さいたま市民生委員定数条例の一部を改正する条例の制定について 

       （所管課所・保健福祉局福祉部福祉総務課） 

  人口の増加、高齢化等により民生委員の負担が増加している現状を鑑み、民生委員一斉改選

に併せて定数を見直すため、所要の改正を行うもの。 

 （内容） 

・ 民生委員の定数の増員 

・ 定数を「１，３９９人」から「１，４２６人」とするもの。 

 （施行期日） 平成２８年１２月１日 

議案第４８号 さいたま市重度要介護高齢者手当支給条例を廃止する条例の制定について 

       （所管課所・保健福祉局福祉部高齢福祉課） 

介護保険制度が開始されてから一定期間が経過し、重度要介護高齢者の介護サービスを受け

る環境が整備されたことを踏まえ、条例を廃止するもの。 

 （内容） 

 １ 条例の廃止 
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  ・ 重度要介護高齢者手当支給事業を廃止するため、条例を廃止するもの。 

 ２ 経過措置 

・ 条例の施行の際に支給している手当については、条例の廃止後も、引き続き受給資格

を有している者に限り、支給を継続することとするもの。 

 （施行期日） 平成２８年４月１日 

議案第４９号 さいたま市心身障害者福祉手当支給条例の一部を改正する条例の制定について 

       （所管課所・保健福祉局福祉部障害福祉課） 

  社会状況の変化及び介護保険制度の充実等に伴い、本制度の見直しを図るため、所要の改正

を行うもの。 

 （内容） 

 １ 受給資格等の見直し 

・ 受給資格の要件に心身障害者になった年齢が６５歳未満である者を加えるもの。 

２ 支給制限等の見直し 

⑴ さいたま市重度要介護高齢者手当支給条例の廃止に伴い、重度要介護高齢者手当との

併給制限の規定を削るもの。 

⑵ さいたま市重度要介護高齢者手当支給条例を廃止する条例の経過措置により重度要介

護高齢者手当を受給する者について併給制限を行う経過措置を設けるもの。 

 （施行期日） 平成２８年４月１日 

議案第５０号 さいたま市保育所条例の一部を改正する条例の制定について 

       （所管課所・子ども未来局幼児未来部保育課） 

  さいたま市立曲本保育園の建替工事に伴い、仮設園舎へ移転するため、所要の改正を行うも

の。 

 （内容） 

・ 位置の改正

   ・ さいたま市立曲本保育園の位置について、「曲本４丁目５番７号」から「沼影２丁目

４番１５号」に改めるもの。

 （施行期日） 平成２８年３月２２日 

議案第５１号 さいたま市空き家等の適正管理に関する条例の一部を改正する条例の制定につい 

       て 

       （所管課所・環境局環境共生部環境総務課） 

  空家等対策の推進に関する特別措置法の施行を踏まえ、所要の改正を行うもの。 

 （内容） 

  ・ 空家等対策の推進に関する特別措置法との関係 

   ⑴ 法の規定による特定空家等を除く管理不全な空き家等に対し、調査等、指導、勧告、

命令に係る条例の規定を適用することとするもの。 

   ⑵ 法の規定による命令に従わなかった者に対し、公表に係る条例の規定を適用すること

とするもの。 

 （施行期日） 公布の日 
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議案第５２号 さいたま市医療法施行条例の一部を改正する条例の制定について 

       （所管課所・保健福祉局保健部地域医療課） 

  地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法

律における医療法の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの。 

 （内容） 

  １ 専属薬剤師の配置の基準 

   ・ これまでの診療所に加え、新たに病院における専属の薬剤師の配置について、県条例

で定める現行基準と同様の基準を定めるもの。 

  ２ 病院の従業者の基準 

   ・ 従業者の員数について、県条例で定める現行基準と同様の基準を定めるもの。 

  ３ 病院の施設の基準 

   ・ 施設及びその構造設備について、県条例で定める現行基準と同様の基準を定めるもの。 

 （施行期日） 平成２８年４月１日 

議案第５３号 さいたま市理容師法施行条例及びさいたま市美容師法施行条例の一部を改正する

条例の制定について 

       （所管課所・保健福祉局保健部生活衛生課） 

  規制改革実施計画の閣議決定により、理容所及び美容所の重複開設が認められたことを踏ま

え、所要の改正を行うもの。 

 （内容） 

  ・ 重複開設する理容所及び美容所の衛生上必要な措置における適用除外 

   ・ 理容所及び美容所を重複開設する場合において、隔壁等により区画しなくてもよいこ

ととするもの。 

 （施行期日） 平成２８年４月１日 

議案第５４号 さいたま市風致地区内における建築等の規制に関する条例の一部を改正する条例 

の制定について 

       （所管課所・都市局都市計画部みどり推進課） 

  独立行政法人に係る改革を推進するための厚生労働省関係法律の整備等に関する法律におけ

る独立行政法人労働者健康福祉機構法の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの。 

 （内容）

  ・ 許可不要の者の改正 

・ 風致地区内における建築物の建築等の行為について、市長の許可を要しない者のうち、

「独立行政法人労働者健康福祉機構」を「独立行政法人労働者健康安全機構」に改める

もの。 

 （施行期日） 平成２８年４月１日

議案第５５号 さいたま市建築審査会条例の一部を改正する条例の制定について 

       （所管課所・建設局建築部建築総務課） 

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法
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律における建築基準法の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの。 

 （内容） 

  ・ 委員の任期の見直し 

   ・ 省令で定める基準を参酌して委員の任期を、現行の２年から３年とし、再任されるこ

とができることとするもの。   

 （施行期日） 平成２８年４月１日 

議案第５６号 さいたま市火災予防条例の一部を改正する条例の制定について 

       （所管課所・消防局予防部査察指導課） 

  対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等の取扱いに関する条例の制定に

関する基準を定める省令の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの。 

 （内容） 

１ グリドル付こんろに関する離隔距離の追加

   ・ グリドル付こんろに係る離隔距離の基準を追加するもの。

  ２ 電磁誘導加熱式調理器の最大入力値の引上げ

  ・ 電磁誘導加熱式調理器の最大入力値を４．８キロワットから５．８キロワットに引き

上げ、１口当たりの最大入力値が３キロワットから３．３キロワットに引き上げること

とするもの。

 （施行期日） 平成２８年４月１日 

≪一般議案≫

議案第５７号 市営峰岸住宅建設（建築）工事請負契約について  

       （所管課所・建設局建築部住宅課） 

 （内容） 

  １ 契約の目的 

    市営峰岸住宅建設（建築）工事 

  ２ 契約の方法 

    一般競争入札 

  ３ 契約金額 

    １４億７，６８２万２，２４０円 

  ４ 契約の相手方 

    田中・スミダ・共栄特定共同企業体 

議案第５８号 議決事項の一部変更について（東武野田線岩槻駅東西自由通路設置工事委託契約 

）  

       （所管課所・都市局まちづくり推進部岩槻まちづくり事務所） 

平成２４年２月議会において議決を得た東武野田線岩槻駅東西自由通路設置工事委託契約に

ついて、労務費及び資材価格の高騰等に伴い、契約金額を変更することに関し議決を求めるも

の。 

 （内容） 

  １ 契約の相手方 
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    東武鉄道株式会社 

  ２ 変更内容 

 契約金額 

変更前 １９億２，５００万円 

変更後 ２１億３，５００万円 

議案第５９号 包括外部監査契約について 

       （所管課所・総務局総務部総務課） 

  包括外部監査契約を締結するため、議決を求めるもの。

 （内容）

１ 契約の目的

包括外部監査契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告

２ 契約の始期

平成２８年４月１日

３ 契約金額

１，７６０万４，０００円を上限とする額

４ 契約の相手方

西村 克広

≪道路議案≫

議案第６０号 市道路線の認定について 

       （所管課所・建設局土木部土木総務課）

 （内容）

    一般   ４路線

    開発   ４路線  計８路線

議案第６１号 市道路線の廃止について 

       （所管課所・建設局土木部土木総務課）

 （内容）

    一般   １路線

    開発   ０路線  計１路線

≪人事議案≫

議案第６２号～議案第６４号 固定資産評価審査委員会委員の選任について 

       （所管課所・総務局総務部総務課）

  固定資産評価審査委員会委員に選任するため、同意を求めるもの。 

議案第６５号～議案第７０号 人権擁護委員候補者の推薦について 

       （所管課所・総務局総務部総務課）

  人権擁護委員候補者として推薦するため、意見を求めるもの。



平 成 ２ ８ 年 度 

予 算 案 の 概 要 

（予 算 案 関 係 資 料） 

【 要 約 版 】 

この要約版は、平成 28 年度予算案の概要を一部抜粋･加工したものです
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平成２８年度当初予算案のポイント　

１．予算案の特徴

◆「さいたま市総合振興計画」、「さいたま市成長戦略」、新たに策定した「さいたま市
まち・ひと・しごと創生総合戦略」を着実に実施する予算であるとともに、「しあわせ倍
増プラン２０１３」の総まとめとなる予算

◆本市の良さや強みである「教育」、「環境」、「健康・スポーツ」といった分野を生かしな
がら、将来を見据えて、「子育て支援」、「安心・安全」といった分野に重点的に配分す
る予算

◆東日本の中枢都市構想を推進する施策に積極的に投資し、地域経済の活性化や都
市のブランド力の向上に資する予算

◆これらの取組を着実に実施することで、市民満足度を高め、より多くの市民が住み
やすいと感じる都市の実現に向けて、持続的発展と活力ある未来に“繋げる”予算

２．予算規模

４，６８９億円一般会計

全会計

企業会計

特別会計 ３，２９４億円

１，１５３億円

９，１３６億円

前年度比 １２９億円 ２．８％

前年度比 ６１億円 １．９％

前年度比 １２８億円 １．４％

前年度比 ▲ ６２億円 ▲ ５．１％

一般会計の主な増減要因

全会計予算総額は９，１３６億円となり、さいたま市誕生以来、最大の予算規模

 市税                        　 36億円増
 （個人市民税 16億円増）  市債   　43億円減

35億円増

 特定教育・保育施設等運営事業　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　45億円増 　　　　　　　　　　　 　　　　　　　  　32億円減

 臨時福祉給付金給付事業  学校体育館等避難場所機能整備事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　42億円増   　　　　　　　　　　　　　 　　　　　  30億円減

 （仮称）さいたま市子ども総合センター　
 整備事業　　 　　　　　　　　　　  　　 　　　　　　　　  　16億円増                                               16億円減

 大宮駅東口大門町2丁目中地区第一種
 市街地再開発事業　　　　　　　 　 　 8億円増 　　                                           8億円減

　　　76億円減）

歳

入

歳

出

減 要 因

 武蔵浦和駅第３街区市街地再開発事業

 市立学校太陽光発電･蓄電池設置事業

 (仮称)緑消防署等複合施設整備事業

 保育所等運営費負担金（国県支出金）

増 要 因

 （臨時財政対策債
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（単位：千円）

事業内容等 28年度 27年度

ゆりかご前からの切れ目ない妊娠・出産包括支援
　～不妊治療の支援、妊娠・出産包括支援センターの新設～

　不妊等に悩む夫婦に対し、相談や情報提供、特定不妊治療の一部助成を拡充して行
うなど、総合的な支援を実施します。
　また、妊娠期から出産前後の様々なニーズに対応するため、「妊娠・出産包括支援
センター」を各区の保健センターに段階的に設置します。

【不妊治療支援事業/妊娠・出産包括支援センター整備事業（地域保健支援課）P4】

待機児童ゼロ実現へ
～認可保育所等の定員の大幅増、保育士資格取得･宿舎借り上げ支援等～

　保育所等の新設及び増改築に対する補助を引き続き行うとともに、賃貸物件による
保育所整備の補助を新たに拡充することにより保育所等の定員を1,302人増員します。
　また、保育士の確保のために、保育士資格の取得支援や民間法人等の保育士用宿舎
借り上げの支援を行うとともに、東北、北陸地方等の保育士養成施設と連携した就職
の斡旋やプロモーション活動を行います。

【保育士資格取得支援事業（幼児政策課）P4】
【特定教育・保育施設の整備による定員拡大（のびのび安心子育て課）P4】

【保育士宿舎借り上げ支援事業/保育士採用プロモーション活動事業（保育課）P4･P5】

世界に羽ばたく人材の育成へ
　～新たな英語教育「グローバル・スタディ科」を全校で実施～

  グローバル人材の育成を目標として、ＡＬＴ（外国語指導助手）や非常勤講師を配
置し、小学校１年生からの新たな英語教育「グローバル・スタディ科」を全ての市立
小・中学校で実施します。

　　　【グローバル・スタディ科推進事業（指導１課）P5】

健康で活力ある「スポーツのまち　さいたま」
　～第２回さいたま国際マラソンの開催～

　第２回さいたま国際マラソンの開催に際して、より多くの市民が参加できるように
定員、参加種目等を拡充します。

　【さいたま国際マラソン開催事業（スポーツイベント課）P5】

高齢者が活躍するまちづくり
　～高齢者の活躍に向けた様々な活動の機会の提供～

　アクティブチケットの交付事業及びシルバーポイント（長寿応援ポイント・介護ボ
ランティア）事業の更なる促進を図り、高齢者の活動や交流の機会を増やします。
　また、高齢者の健康増進や生きがいづくり推進のため、公認のグラウンド・ゴルフ
場の整備を進めます。

 【アクティブチケットの交付事業/シルバーポイント（長寿応援ポイント)事業
/公認グラウンド・ゴルフ場の整備/シルバーポイント（介護ボランティア）事業（高齢福祉課）P5・P6】

めざせ!８０００歩
　～健康マイレージ制度の本格実施～

  継続的に健康づくりに取り組む市民を増やすため、各種健康づくり事業に参加した
市民が特典を受けられる健康マイレージ制度を本格的に実施します。

【健康マイレージ事業（健康増進課）P6】

高齢者の生活を支える体制強化
　～日常生活圏域ごとの生活支援コーディネーターの配置等～

　市内すべての日常生活圏域にコーディネーターを配置するなど、地域の実情に応じ
た高齢者に対する生活支援サービスを提供できる体制を構築します。

 【高齢者生活支援体制整備事業（いきいき長寿推進課）P6】

295,616 245,428

376,826 183,571

56,262 3,771

280,264 150,143

135,331 31,683

286,669 70,128

3,488,754 2,455,596

３．主な新規・拡大事業等
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（単位：千円）

事業内容等 28年度 27年度

さいたま市の“おもてなしのこころ”
　～東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けて～

　2020年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けて、官民一体の協働体
制により取り組むための行動計画を策定するとともに、スポーツイベント等の開催に
より機運の醸成を図ります。

【オリンピック・パラリンピック競技大会支援・普及啓発事業（オリンピック・パラリンピック部）Ｐ7】

さいたま市をアートで溢れるまちに
　～国際芸術祭「さいたまトリエンナーレ」の開催～

　文化芸術の持つ創造性や波及力を活用して、地域の活性化を図り、都市としての魅
力を高め、文化芸術都市としてのさいたま市を創造するため、その象徴的・中核的な
取組として、「さいたまトリエンナーレ２０１６」を開催します。

【さいたまトリエンナーレ開催事業（文化振興課）Ｐ7】

つながろう東日本プロジェクト
　～東日本各都市の連携による地方創生及び地域の活性化の推進～

  東日本の各都市の連携による地方創生及び地域の活性化に向けて、東日本自治体首
長会議を開催するとともに、本市の交通結節点という優れた立地特性を活かした連携
拠点となる「(仮称)東日本連携支援センター」の設置に向けた事業を実施します。

　　【東日本連携・創生事業/（仮称）東日本連携支援ｾﾝﾀｰ設置検討調査（経済政策課）P8】

“BONSAI”を世界に
　～第８回世界盆栽大会ｉｎさいたまの開催を契機とした取組～

　平成29年４月に開催される「第８回世界盆栽大会ｉｎさいたま」に向けて、プレイ
ベント等による気運醸成やＰＲを行い、本市の観光資源である大宮盆栽や盆栽村を世
界に発信します。

【世界盆栽大会推進事業（観光国際課）P8】

「スマートシティさいたまモデル」の構築
　～「アーバンデザインセンターみその（ＵＤＣＭｉ)」の運営～

  「アーバンデザインセンターみその(ＵＤＣＭｉ)」を拠点に、美園地区を「市が目
指す理想都市の縮図」とするため、公民＋学による先進的な総合生活支援サービスの
提供及び「スマートホーム・コミュニティ」のモデル街区を展開し、低炭素でエネル
ギーセキュリティの確保された「スマートシティさいたまモデル」の構築に取り組み
ます。

　【アーバンデザインセンターみそのの運営（環境未来都市推進課）P9】

東日本の玄関口としての役割を担う
　～大宮駅周辺広域拠点形成に向けた取組～

　東日本中枢都市構想の中で位置付けられている「大宮駅グランドセントラルステー
ション化構想」の実現に向けた戦略的な施策の検討を実施します。
　また、大門町２丁目中地区市街地再開発事業について、市民サービス・商業・業務
等の拠点形成に向けた取組を積極的に支援します。

【大宮駅グランドセントラルステーション化に関する総合戦略検討調査（交通政策課）Ｐ9】
【大宮駅東口大門町２丁目中地区第一種市街地再開発事業（大宮駅東口まちづくり事務所）Ｐ10】

浸水被害を軽減し、安心・安全に暮らせるまちへ
　～流域貯留浸透事業、水位情報システム構築～

　豪雨による浸水被害を軽減するために、小・中学校、公園など公共施設へ、降った
雨を一時貯留、浸透させる施設を設置します。
　また、豪雨時の水防活動に資するため、河川の水位情報を正確かつ迅速に収集する
監視システムを構築します。

【流域貯留浸透事業/水位情報システム構築事業（河川課）P11】

34,329 22,930

32,344 0

535,565 122,265

35,652 0

293,669 132,201

1,128,498 328,946

341,322 295,808

なお、地方創生加速化交付金の活用により、具体的な連携事業は、２月補正予算に前倒しで
計上しています。【補正予算額 97,000千円】
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①次代を担う人材をはぐくむ「若い世代をアシスト」
(単位:千円)

N0. 区分 事業名 事業費 説明
概要掲載
ページ

1 拡大不妊治療支援事業 283,401 不妊等に悩む夫婦に対し、相談や情報提供･ P.186

総振〔地域保健支援課〕 特定不妊治療費の一部助成を行うなど、総合

創生 的な支援を実施

2 新規妊娠・出産包括支援セ 12,215 妊娠期から出産の前後に焦点を当てた「妊 P.188

創生ンター整備事業 娠・出産包括支援センター」を各区保健セン

〔地域保健支援課〕 ターに段階的に整備

3 拡大放課後児童健全育成事 2,345,794 待機児童の解消を図るため、放課後児童クラ P.226

総振業 ブの安定的な運営を支援することにより、入

倍増〔青少年育成課〕 所児童数を拡大

創生

4 総振（仮称）さいたま市子 1,829,060 子ども・家庭を取り巻く課題に総合的に取り P.229

倍増ども総合センター整備 組み、子ども・家庭、地域の子育て機能を総

創生事業 合的に支援する、さいたま市らしさを生かし

〔子ども総合センター た中核施設として、（仮称）さいたま市子ど

開設準備室〕 も総合センターの建設工事を実施

5 拡大放課後児童健全育成施 138,950 待機児童の解消を図るため、民設クラブの開 P.231

総振設整備事業 設及び環境整備を促進することにより、受入

倍増〔青少年育成課〕 れ規模を拡大

創生

6 拡大保育士資格取得支援事 11,452 保育所等に勤務している保育士資格を有して P.232

業 いない者等に対しての、保育士養成施設、通

〔幼児政策課〕 信教育講座の受講料や、保育士試験受験手数

料に補助金を交付

7 拡大特定教育・保育施設の 3,410,801 保育所等利用待機児童の解消を図るため、賃 P.233

総振整備による定員拡大 貸物件による保育所整備の補助を新たに拡充

倍増〔のびのび安心子育て するなど、保育需要の高い地域において保育

創生課〕 所等を整備し、定員を拡大

8 新規保育士宿舎借り上げ支 65,625 保育所等を運営する民間事業者が、保育士の P.235

援事業 確保や離職防止のため、保育士用の宿舎を借

〔保育課〕 り上げるための補助制度を創設

４．主な事業一覧

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１３事業　　成長 … 成長戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
　　　　　行革 … 行財政改革推進プラン２０１３事業
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(単位:千円)

N0. 区分 事業名 事業費 説明
概要掲載
ページ

9 新規保育士採用プロモー 876 保育士不足の解消を図るため、東北、北陸地 P.235

ション活動事業 方等の保育士養成施設の就職担当者と連携

〔保育課〕 し、学生に対する就職支援の取組を実施

10 拡大若年者就業支援事業 39,683 市内企業の人材確保及び若年者の安定就労を P.288

総振〔労働政策課〕 図るため、若年者就労ステップアップ事業な

倍増 どの各種若年者就業支援を実施

創生

11 創生３人乗り自転車安全利 21,720 自転車利用の推進、子ども・子育て支援の充 P.324

用推進事業 実、自転車の安全利用の啓発のため、電動ア

〔自転車まちづくり推 シスト付き３人乗り自転車とヘルメットの貸

進課〕 し出しを行う「子育てパパ・ママ自転車アシ

ストプロジェクト」を推進

12 拡大グローバル・スタディ 376,826 グローバル人材の育成を目標とした「グロー P.520

創生科推進事業 バル・スタディ科」の全校実施に伴う、外国

〔指導１課〕 語指導助手等の人材の配置や教材等の配付

13 総振市立高等学校「特色あ 345,451 市立高等学校「特色ある学校づくり」計画を P.525

倍増る学校づくり」事業 実施し、中高一貫教育の拡充やグラウンド人

創生〔高校教育課〕 工芝改修工事など、市民の期待に応える魅力

ある学校づくりを推進

②市民一人ひとりが元気に活躍する「スマートウエルネスさいたま」
(単位:千円)

N0. 区分 事業名 事業費 説明
概要掲載
ページ

14 拡大さいたま国際マラソン 280,264 市民マラソンにより健康増進を図るととも P.131

総振開催事業 に、世界トップレベルの選手の走りを体感す

成長〔スポーツイベント ることで、市民のスポーツに対する意欲、関

創生課〕 心を高め、「スポーツのまち　さいたま」を

行革 国内外にアピールできる市民マラソンと国際

女子マラソンを「さいたま国際マラソン」と

して同時開催

15 拡大アクティブチケットの 15,704 シルバーポイント事業により一定程度社会参 P.165

総振交付事業 加等をした高齢者及び75歳以上の高齢者を対

倍増〔高齢福祉課〕 象として、市内の公共施設等を無料又は割引

創生 料金で利用できるアクティブチケットを交付

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１３事業　　成長 … 成長戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
　　　　　行革 … 行財政改革推進プラン２０１３事業
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(単位:千円)

N0. 区分 事業名 事業費 説明
概要掲載
ページ

16 拡大シルバーポイント（長 33,315 さいたま市内に住所のある65歳以上の方がこ P.166

総振寿応援ポイント）事業 の制度の登録団体で健康づくり等の活動を行

倍増〔高齢福祉課〕 ったときにポイントがもらえ、貯めたポイン

創生 トを奨励金に交換できる制度の実施

17 拡大公認グラウンド・ゴル 195,998 高齢者の健康増進や生きがいづくり推進のた P.170

総振フ場の整備 め、公認のグラウンド・ゴルフ場を西区宝来

倍増〔高齢福祉課〕 に整備

創生

18 拡大健康マイレージ事業 135,331 市民の継続的な健康づくりを支援するため、 P.183

総振〔健康増進課〕 歩数や体組成計データを蓄積し、歩数等に応

倍増 じてポイントを付与する健康マイレージ制度

創生 を開始

19 拡大シルバーポイント（介 41,652 市内の60歳以上の方が介護施設等においてボ P.204

総振護ボランティア）事業 ランティア活動を行った場合にポイントを付

倍増〔高齢福祉課〕 与し、貯めたポイントにより、奨励金との交

創生 換や福祉団体等への寄付、または市に登録し

た店舗で使用できるさいたま市シルバー元気

応援券に交換ができる制度の実施

20 拡大一次予防事業 54,901 高齢者を対象に、現在の健康の維持・向上の P.205

総振〔いきいき長寿推進 ため公民館やうんどう遊具が設置されている

創生課〕 公園等で介護予防教室を開催

21 拡大高齢者生活支援体制整 56,262 地域の実情に応じた高齢者に対する生活支援 P.205

備事業 サービスを提供できる体制を構築するため、

〔いきいき長寿推進 市内すべての日常生活圏域にコーディネー

課〕 ターを配置し、協議体を設置

22 倍増各区ウォーキング促進 9,884 だれもが気軽に楽しめるウォーキングを促進 P.393、402

創生事業 するため、ウォーキングルートのＰＲや、本 P.409、419

〔各区コミュニティ課 市の豊かな自然と地域の特性を活かした P.428、439

等〕 ウォーキングイベントを開催 P.449、457

P.465、474

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１３事業　　成長 … 成長戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
　　　　　行革 … 行財政改革推進プラン２０１３事業
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③新しい価値を創造し、革新（イノベーション）する
「産業創出による経済活性化」

(単位:千円)

N0. 区分 事業名 事業費 説明
概要掲載
ページ

23 新規オリンピック・パラリ 17,344 東京オリンピック・パラリンピック競技大会 P.49

ンピック競技大会支援 に向けて、市民・有識者・関係団体等で構成

事業 する支援会議を設置し、大会までの行動計画

〔オリンピック・パラ を策定することで、官民一体の協働体制によ

リンピック部〕 り、大会支援を推進

24 新規オリンピック・パラリ 15,000 オリンピック・パラリンピック競技や各種ス P.49

ンピック競技大会普及 ポーツの紹介及び体験、オリンピアンやパラ

啓発事業 リンピアンとの交流等の場を提供する、ス

〔オリンピック・パラ ポーツイベントを開催

リンピック部〕

25 拡大さいたまトリエンナー 535,565 アーティストによる作品制作、会場設営、市 P.120

総振レ開催事業 内外に対する広報・ＰＲ活動を進め、国際的

倍増〔文化振興課〕 な芸術祭である「さいたまトリエンナーレ

２０１６」を開催

26 総振スポーツコミッション 38,974 全国大会等の各種スポーツ大会の誘致支援や P.130

成長事業 ウォーキング大会の開催等を実施する「さい

創生〔スポーツ振興課〕 たまスポーツコミッション」を支援

27 総振国際自転車競技大会開 285,740 「スポーツのまち　さいたま」としての都市 P.131

成長催事業 イメージの向上を図るため、世界最高峰の自

創生〔スポーツイベント 転車レースである「ツール・ド・フランス」

行革課〕 の名を冠した大会を開催

28 拡大就職支援体制整備事業 47,448 就労支援拠点施設を国と共同で運営し、国の P.288

総振〔労働政策課〕 職業相談・紹介と連携した就職支援事業及び

倍増 女性の再就職に役立つセミナー等を実施

創生

29 拡大女性就業支援事業 10,781 早期就労を目指し、座学研修と職場体験を組 P.288

総振〔労働政策課〕 み合わせた就業支援事業を実施

倍増

創生

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１３事業　　成長 … 成長戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
　　　　　行革 … 行財政改革推進プラン２０１３事業
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(単位:千円)

N0. 区分 事業名 事業費 説明
概要掲載
ページ

30 総振ＣＳＲ活動促進事業 13,120 市内企業の安定的な存続を支援するため、社 P.300

創生〔経済政策課〕 会的責任の推進に意欲のある企業を認証し、

認証企業への支援及び認証制度のＰＲを実施

31 総振戦略的企業誘致推進事 227,102 財政基盤の強化、雇用機会の創出、地域経済 P.301

成長業 の活性化を目的として、戦略的な企業誘致活

創生〔産業展開推進課〕 動を展開

32 拡大 東日本連携・創生事業 18,264 東日本の広域的な連携による地方創生に向け P.301

総振〔経済政策課〕 た東日本連携・創生フォーラムの開催及び連

創生 携事業を実施

33 新規 （仮称）東日本連携支援 17,388 東日本の広域的な連携による地方創生に向け P.301

創生 センター設置検討調査 た活動拠点の整備を検討

〔経済政策課〕

34 総振国際技術交流推進事業 48,112 欧州産業クラスターとの技術交流や海外展示 P.302

成長〔産業展開推進課〕 会を通じ、中小企業の国際展開を推進

創生

35 拡大海外新市場開拓支援事 21,471 地域金融機関のノウハウを活用し、企業の海 P.302

総振業 外新市場への販路拡大を支援

成長〔産業展開推進課〕

創生

36 拡大世界盆栽大会推進事業 34,329 本市の観光資源である大宮盆栽や盆栽村をＰ P.305

総振〔観光国際課〕 Ｒするとともに、平成29年4月に開催する第8 P.306

成長 回世界盆栽大会に向け、プレイベントを実施

創生 する等積極的な広報活動を展開

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１３事業　　成長 … 成長戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
　　　　　行革 … 行財政改革推進プラン２０１３事業
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④自然と共生しながら、都市の機能を向上する
「上質なくらしを実現できる都市」

(単位:千円)

N0. 区分 事業名 事業費 説明
概要掲載
ページ

37 総振地下鉄７号線延伸促進 17,109 地下鉄７号線延伸の事業着手に向け、都市鉄 P.45

成長事業 道等利便増進法の適用要件をクリアするため

創生〔東部地域・鉄道戦略 に、埼玉県と共同で建設コストの縮減や運行

部〕 形態などに配慮した計画設計を行うととも

に、「さいたま市地下鉄７号線延伸事業化推

進期成会」の活動を支援

38 拡大環境未来都市推進事業 57,612 運輸部門の低炭素化と災害時の輸送手段確保 P.276

総振〔環境未来都市推進 のため、電気自動車（ＥＶ）に加え、燃料電

成長課〕 池自動車（ＦＣＶ）など、次世代自動車の普

創生 及を促進

39 拡大アーバンデザインセン 293,669 「アーバンデザインセンターみその（ＵＤＣ P.277

総振ターみそのの運営 Ｍｉ）」を拠点に、美園地区を「市が目指す

倍増〔環境未来都市推進 理想都市の縮図」とするため、公民＋学によ

成長課〕 る先進的な総合生活支援サービスの提供及び

創生 「スマートホーム・コミュニティ」のモデル

街区を展開し、低炭素でエネルギーセキュリ

ティの確保された「スマートシティさいたま

モデル」の構築に向けた取組を実施

40 総振次世代自動車・スマー 71,493 総合特区制度の3つの重点取組のひとつである P.277

成長トエネルギー特区推進 ハイパーエネルギーステーション（ＨＥＳ）

創生事業 について、事業者への整備費補助と併せ、市

〔環境未来都市推進 有施設に継ぎ足し充電機能（ＶｔｏＸ）を付

課〕 加したＨＥＳを整備し、環境未来都市の実現

に向けた、平時の低炭素化と災害時のエネル

ギーセキュリティの確保を推進

41 成長大宮駅グランドセント 7,884 国の広域計画等の動向を踏まえ、大宮駅グラ P.320

創生ラルステーション化に ンドセントラルステーション化構想の実現に

関する総合戦略検討調 向けた戦略的な施策の検討を実施

査

〔交通政策課〕

42 総振自転車政策事業 92,042 (仮称)さいたま自転車総合利用計画に基づ P.322

成長〔自転車まちづくり推 き、「人と環境にやさしい　安全で元気な自 P.324

創生進課〕 転車のまち　さいたま」の実現のため、レク

リエーションルートの環境整備等を実施

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１３事業　　成長 … 成長戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
　　　　　行革 … 行財政改革推進プラン２０１３事業
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(単位:千円)

N0. 区分 事業名 事業費 説明
概要掲載
ページ

43 総振大宮駅東口大門町２丁 1,120,614 市民サービス・商業・業務等の拠点形成に向 P.332

成長目中地区第一種市街地 け、再開発組合が実施する権利変換計画作成

創生再開発事業 に必要な費用の一部を補助するほか、用地先

〔大宮駅東口まちづく 行取得事業特別会計において取得した用地の

り事務所〕 買戻しを実施

44 総振身近な公園整備事業 1,695,248 都市公園の適正な配置・整備に向けて、身近 P.334

倍増〔都市公園課〕 な公園が不足する地域を重点に、歩いて行け

創生 る範囲に身近な公園整備を推進

45 総振サクラサク見沼田んぼ 15,179 見沼田圃をステージに「日本一の桜回廊」の P.336

倍増プロジェクト推進事業 実現を目指し、自然環境豊かな魅力あるまち

創生〔見沼田圃政策推進室〕 づくりを推進

46 総振武蔵浦和駅第１街区市 944,275 武蔵浦和駅西口に位置する武蔵浦和駅第１街 P.338

創生街地再開発事業 区について、市街地再開発事業により駅前広

〔浦和西部まちづくり 場、都市計画道路等の都市基盤施設を整備

事務所〕 し、公共・商業・住宅等の調和のとれたまち

づくりを実現

47 総振自転車通行環境整備事 300,308 自転車が安全で快適に走行できる通行環境の P.373

創生業 整備を推進

〔道路環境課〕

⑤みんなで安全を支える「安心減災都市」
(単位:千円)

N0. 区分 事業名 事業費 説明
概要掲載
ページ

48 総振セーフコミュニティ推 4,617 市民が安全に安心して暮らせる地域社会を実 P.71

倍増進事業 現するため、ＷＨＯが推奨するセーフコミュ

創生〔安心安全課〕 ニティの認証取得に向けた事業の推進

49 総振防災訓練事業 138,931 第37回九都県市合同防災訓練中央会場、本市 P.72

創生〔防災課〕 図上訓練及び各区防災訓練にかかる経費

50 拡大自治会集会所整備事業 134,054 自治会活動の場を確保・充実させることを目 P.103

総振〔コミュニティ推進 的として、これまでの自治会集会所の新築、

倍増課〕 増改築修繕に加え、新たに借上げに要する経

創生 費の一部を補助

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１３事業　　成長 … 成長戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
　　　　　行革 … 行財政改革推進プラン２０１３事業
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(単位:千円)

N0. 区分 事業名 事業費 説明
概要掲載
ページ

51 拡大 (仮称)北袋１丁目防災 681,700 さいたま新都心の広域防災・医療拠点を補完 P.334

成長公園整備事業 するオープンスペースを確保するとともに、

創生〔都市公園課〕 市民の憩い、レクリエーションの場となる身

近な公園を整備

52 総振暮らしの道路・スマイ 2,879,033 市民からの整備要望を受け、4ｍに満たない P.369

倍増ルロード整備事業 生活道路の拡幅整備や、道路の排水能力の向 P.370

創生〔道路環境課〕 上、舗装の再整備など、道路環境の改善につ

ながる整備工事を引き続き推進

53 総振橋りょう長寿命化修繕 1,373,555 橋りょうの予防保全を推進することにより、 P.372

創生事業 維持管理費の縮減と補修費用を平準化

〔道路環境課〕

54 拡大橋りょう耐震補強事業 386,127 埼玉県緊急輸送道路の橋りょうや重要路線、 P.372

総振〔道路環境課〕 鉄道などを跨ぐ跨道橋や跨線橋について、重

成長 点的、計画的に橋脚の耐震補強や橋桁の落下

創生 防止対策を実施

55 拡大流域貯留浸透事業 163,620 降雨が短時間で河川に集中し、浸水被害を起 P.376

総振〔河川課〕 こす可能性が高まっているため、公共施設

創生 （小中学校・公園等）に降った雨を一時貯

留、浸透させる施設を設置

56 創生水位情報システム構築 177,702 豪雨時における適切な水防活動に資するため P.376

事業 水位情報を正確かつ迅速に収集する監視シス

〔河川課〕 テムを構築

57 総振下水道浸水対策事業 4,861,283 浸水被害の軽減を目的とした雨水幹線及び貯 P.385

創生〔下水道計画課〕 留施設等のハード対策を引き続き実施すると

ともに、市民の自助及び共助の促進を目的と

したソフト対策を充実

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１３事業　　成長 … 成長戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
　　　　　行革 … 行財政改革推進プラン２０１３事業
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⑦ しあわせ倍増に向けた創造的改革の実践

・図書館における更なる民間力活用の推進

地区図書館の窓口業務の委託化

・出納室業務の委託化

・委託化の更なる推進

保育園用務業務等の委託化

小学校給食調理業務の委託化

学校用務業務の委託化

一般廃棄物収集運搬業務の委託化

・浦和斎場への指定管理者制度の導入

見える改革

市政への市民参加の機会を充実し、市民の声を広く聴取するとともに、市民・事業者との
情報共有のもとに、民間活力を徹底活用し、公民連携による事業を推進。

また、市政運営の最前線である、区役所の窓口サービスの向上を図る。

少子高齢化の進展や将来の人口減少を見据え、市民の視点に立って常により
利用しやすいサービス・満足度の高い市役所を目指す「高品質経営」市役所へ
の転換に向け、平成25年度に策定した「行財政改革推進プラン２０１３」に
基づき、積極的に行財政改革の取組を推進

～市民や企業とともに進める行政運営～

◇市民と行政の”絆”による市政運営
・電子自治体｢ガバメント2.0｣の推進・活用

〔ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した市民サービスの向上〕
ＩＣＴを活用して市民と行政を連携する仕組み(ガバメント2.0)を、「第四次情報化計画」

の具体的な行動計画となる「情報化アクションプラン」に基づいて推進

◇市民参加型イベント（アイデアソン・ハッカソン等）の実施

・市民参加型の政策策定手法の拡充
無作為抽出の手法による「市民の声モニター」の積極的な活用を図るとともに、討議形式

によるタウンミーティングについて、さらに効果的な手法を検討

◇ＰＰＰの推進による市政運営
・提案型公共サービス公民連携制度の推進
市が実施する事業や今後実施する方針を決定している事業を対象に、民間のノウハウやア

イデア等を活用した提案を募集する「提案型公共サービス公民連携制度」を推進

◇ 図書館利用案内作成事業

◇満足度の高い、区役所窓口への改革
・区役所窓口総合サービスの向上
職場の中から改善していく風土の構築とさらなる市民満足度の向上を目指し、これまでの

満足度アンケート方法の見直しや「市民の声データベース」の活用を検討

（ 019,650千円 ）

（ 004,784千円 ）

（ 001,093千円 ）

（ 018,767千円 ）

（ 017,156千円 ）

（ 042,629千円 ）

（ 013,565千円 ）/等

● 行財政改革の取組による、
平成28年度予算案における財政的効果額 約 116億円 歳入確保額 約 030億円

歳出削減額 約 186億円

≪主な財政的効果≫

新規

新規

５．行財政改革の取組
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◇公営企業等の健全経営
・下水道事業の健全経営

限られた財源で安定的かつ計画的な事業推進を図るため、次期「下水道事業中期経営

計画」を策定

・市立病院の健全経営
地域の基幹病院としての地域医療における中核的な役割を果たし、人材確保・設備投資

を可能とする健全な経営基盤の確立を図るため、次期「市立病院中期経営計画」を策定

◇公共施設マネジメント
・公共施設マネジメントの推進

安心・安全で持続的な施設サービスの充実に向けて、予防保全の推進を図るとともに、

インフラ施設の検討等を踏まえて第１次アクションプランの改訂を実施

◇職員の意識改革・人材育成
・一職員一改善提案制度の推進
全ての職員が業務改善を身近に感じ、改善・改革が日常的に継続されるような組織風土を

確立するため、業務改善強化月間の実施や庁内改善事例発表会を開催

･管理職への女性登用
「女性の職業生活における活躍」の推進を図るため、女性職員の能力や適性を踏まえ、管

理職・監督職（課長補佐級、係長）への積極的な登用を実施

･ワーク・ライフ・バランスの推進
週２日のノー残業デーの設定や、職員のワーク・ライフ・バランスの実現に資する人事評

価項目設定の検討など、時間外勤務縮減に向けた取組を推進

市民満足度の高い市役所を構築するため、職員の意識改革を一層推進することにより、常に
市民の視点をもってより良いさいたま市を目指す、挑戦・改革意欲に溢れた職員を育成。

また、職員が働きがいを持って意欲的に職務に精励するため、過度の時間外勤務を抑制し、
ワーク・ライフ・バランスの一層の確保を図る。

・福祉関連施策の再構築

必要なサービスを将来にわたり提供していくため、市独自の扶助

事業等について福祉サービスのニーズと実情を踏まえ見直しを実施

・既存事務事業の聖域なき見直しによるコスト削減

・補助事業等の見直し

・市税の収納率向上

・ネーミングライツの推進（歩道橋）

・市有財産の有効活用による財源の確保

・公共施設マネジメントの推進

（ 0,0113,045千円 ）

（ 0,0401,199千円 ）

（ 0,0062,941千円 ）

（ 02,160,721千円 ）

（ 0,0303,218千円 ）

（ 6,0292,463千円 ）

（ 07,890,202千円 ）/等

知恵と工夫を凝らして選択と集中を行い、健全な財政運営の維持に向けた歳出改革を推進す
るとともに、市税等の収納率の一層の向上や受益者負担の原則に基づく財源確保など、自主財
源のより一層の確保を図る。また、行政内部の無駄が徹底的に排除された、効率的・効果的な
組織体制を構築。

～しあわせ倍増を実現するための財源創出～

人の改革 ～職員の意識改革・組織文化の創造～

生む改革

≪主な財政的効果≫

拡大

拡大
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（単位：千円）

平成２８年度 平成２７年度 比 較 対比(％)

468,920,000 456,000,000 12,920,000 2.8

国 民 健 康 保 険 事 業 134,762,000 133,678,000 1,084,000 0.8

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 21,366,000 20,469,000 897,000 4.4

介 護 保 険 事 業 78,032,000 76,359,000 1,673,000 2.2

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 67,000 75,000 △ 8,000 △ 10.7

食肉中央卸売市場及びと畜場事業 352,000 344,000 8,000 2.3

用 地 先 行 取 得 事 業 1,546,000 505,000 1,041,000 206.1

大 宮 駅 西 口 都 市 改 造 事 業 1,555,000 1,732,000 △ 177,000 △ 10.2

深 作 西 部 土 地 区 画 整 理 事 業 廃止 9,000 △ 9,000 △ 100.0

東 浦 和 第 二 土 地 区 画 整 理 事 業 2,281,000 2,127,000 154,000 7.2

浦和東部第一特定土地区画整理事業 2,668,000 2,405,000 263,000 10.9

南与野駅西口土地区画整理事業 1,425,000 817,000 608,000 74.4

指 扇 土 地 区 画 整 理 事 業 734,000 740,000 △ 6,000 △ 0.8

江 川 土 地 区 画 整 理 事 業 433,000 613,000 △ 180,000 △ 29.4

南 平 野 土 地 区 画 整 理 事 業 20,000 22,000 △ 2,000 △ 9.1

大門下野田特定土地区画整理事業 127,000 62,000 65,000 104.8

公 債 管 理 83,996,000 83,316,000 680,000 0.8

計 329,364,000 323,273,000 6,091,000 1.9

水 道 事 業 44,377,063 46,337,821 △ 1,960,758 △ 4.2

病 院 事 業 16,643,423 18,999,831 △ 2,356,408 △ 12.4

下 水 道 事 業 54,298,560 56,164,042 △ 1,865,482 △ 3.3

計 115,319,046 121,501,694 △ 6,182,648 △ 5.1

913,603,046 900,774,694 12,828,352 1.4合 計

会 計 名

一 般 会 計

特

別

会

計

企

業

会

計

一般会計の規模は、特定教育・保育施設等運営事業、臨時福祉給付金給付事業等の増額によ
り、前年度比2.8％増となった。（一般会計の主な増減内容はＰ.15～18）

【特別会計：主な増額要因】
・国民健康保険事業特別会計 保険財政共同安定化事業の拡大による増
・介護保険事業特別会計 高齢化に伴う給付費の増
・用地先行取得事業特別会計 事業用地の一般会計への売払いに伴う増

【企業会計：主な減額要因】
・水道事業会計 庁舎建設工事費及び予定業務量の減
・病院事業会計 エネルギーセンター更新工事費の減
・下水道事業会計 下水道汚水事業費及び浸水対策事業費の減

６．予算案総括表
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（１）歳入
平成２８年度 平成２７年度 比 較 対比(％) 構成比(％)

1 市 税 226,744,261 223,101,055 3,643,206 1.6 48.3

2 地 方 譲 与 税 2,849,001 2,740,501 108,500 4.0 0.6

3 利 子 割 交 付 金 315,000 366,000 △ 51,000 △ 13.9 0.1

4 配 当 割 交 付 金 1,739,000 1,276,000 463,000 36.3 0.4

5 株式等譲渡所得割交付金 1,300,000 1,400,000 △ 100,000 △ 7.1 0.3

6 地 方 消 費 税 交 付 金 18,700,000 17,613,000 1,087,000 6.2 4.0

7 ゴルフ場利用税交付金 74,000 67,000 7,000 10.4 0.0

8 自動車取得税交付金 836,001 596,001 240,000 40.3 0.2

9 軽 油 引 取 税 交 付 金 6,060,001 6,134,001 △ 74,000 △ 1.2 1.3

10 地 方 特 例 交 付 金 925,000 899,000 26,000 2.9 0.2

11 地 方 交 付 税 5,645,000 5,767,000 △ 122,000 △ 2.1 1.2

12 交通安全対策特別交付金 356,000 397,000 △ 41,000 △ 10.3 0.1

13 分 担 金 及 び 負 担 金 3,209,543 2,975,203 234,340 7.9 0.7

14 使 用 料 及 び 手 数 料 8,743,260 8,614,722 128,538 1.5 1.8

15 国 庫 支 出 金 78,848,177 72,671,461 6,176,716 8.5 16.8

16 県 支 出 金 18,933,492 18,423,063 510,429 2.8 4.0

17 財 産 収 入 1,298,435 1,285,403 13,032 1.0 0.3

18 寄 附 金 240,001 227,001 13,000 5.7 0.1

19 繰 入 金 13,875,539 8,079,422 5,796,117 71.7 2.9

20 繰 越 金 1 1 0 0.0 0.0

21 諸 収 入 30,346,688 31,198,266 △ 851,578 △ 2.7 6.5

22 市 債 47,881,600 52,168,900 △ 4,287,300 △ 8.2 10.2

468,920,000 456,000,000 12,920,000 2.8 100.0

（単位：千円）

款

歳 入 合 計

３　一般会計予算案

市税は、個人市民税における納税義務者数の増加及び所得の伸びによる増収が見込まれる。
（詳細はＰ.16）

歳入に占める割合は、大きいものから順に、市税、国庫支出金、市債となっている。

【主な増額要因】
1款 市税 市民税（個人）（約16億円増）
15款 国庫支出金 臨時福祉給付金関連補助金（約43億円増）

保育所等運営費負担金（約22億円増）
19款 繰入金 財政調整基金繰入金（40億円増）

【主な減額要因】

22款 市債 臨時財政対策債（約76億円減）
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＜市税の内訳＞ （単位：千円）

平成２８年度 平成２７年度 比　較 対比(％) 構成比(％)

個 人 92,742,664 91,150,451 1,592,213 1.7 40.9

法 人 20,778,000 20,466,000 312,000 1.5 9.2

計 113,520,664 111,616,451 1,904,213 1.7 50.1

土 地 38,079,000 38,044,520 34,480 0.1 16.8

家 屋 34,051,000 33,100,450 950,550 2.9 15.0

償 却 9,145,000 8,848,030 296,970 3.4 4.0

交付金 764,134 748,476 15,658 2.1 0.4

計 82,039,134 80,741,476 1,297,658 1.6 36.2

1,161,000 967,000 194,000 20.1 0.5

7,985,001 8,107,001 △ 122,000 △ 1.5 3.5

2 2 0 0.0 0.0

3,460 1,125 2,335 207.6 0.0

4,368,000 4,279,000 89,000 2.1 1.9

土 地 10,610,000 10,576,000 34,000 0.3 4.7

家 屋 7,057,000 6,813,000 244,000 3.6 3.1

計 17,667,000 17,389,000 278,000 1.6 7.8

226,744,261 223,101,055 3,643,206 1.6 100.0

＜市税の推移＞

都市計画税

固定資産税

市税　合計

区分

特 別 土 地 保 有 税

入 湯 税

事 業 所 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

市 民 税

1,138

（51.5）
1,049

（49.1）

1,072

（49.4）

1,090

（50.7）

1,102

（50.4）

1,107

（50.0）

1,116

（50.1）

1,135

（50.1）

788

（35.7）
794

（37.2）

802

（36.9）

770

（35.8）

780

（35.7）

800

（36.1）

807

（36.2）

820

（36.2）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

市民税

固定資産税

軽自動車税
市たばこ税
事業所税
都市計画税

ほか

(億円) 市税総額

グラフの( )
内は構成比

2,150 2,2672,2312,1702,136 2,186 2,2152,210

※全年度、当初予算額を示しています。また、区分ごとに四捨五入しているため、各数値の合計と総額は一致しない場合が

あります。

304
(13.9)

307
(13.7)

312
(13.7)

284
(12.8) 293

(13.7)

296
(13.7)

290
(13.5)

308
(13.9)
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（２）歳出（目的別）

平成２８年度 平成２７年度 比 較 対比（％） 構成比（％）

1 議 会 費 1,684,435 1,776,207 △ 91,772 △ 5.2 0.4

2 総 務 費 42,920,160 43,795,726 △ 875,566 △ 2.0 9.1

3 民 生 費 185,490,419 169,170,396 16,320,023 9.6 39.6

4 衛 生 費 37,465,088 37,698,861 △ 233,773 △ 0.6 8.0

5 労 働 費 406,178 422,729 △ 16,551 △ 3.9 0.1

6 農 林 水 産 業 費 1,820,993 1,453,260 367,733 25.3 0.4

7 商 工 費 15,981,900 15,973,657 8,243 0.1 3.4

8 土 木 費 79,342,185 82,740,412 △ 3,398,227 △ 4.1 16.9

9 消 防 費 15,874,197 16,287,545 △ 413,348 △ 2.5 3.4

10 教 育 費 38,607,491 39,623,874 △ 1,016,383 △ 2.6 8.2

11 災 害 復 旧 費 5 5 0 0.0 0.0

12 公 債 費 49,126,949 46,857,328 2,269,621 4.8 10.5

13 予 備 費 200,000 200,000 0 0.0 0.0

468,920,000 456,000,000 12,920,000 2.8 100.0

（単位：千円）

款

歳 出 合 計

【主な増額要因】

3款 民生費 特定教育・保育施設等運営事業（約45億円増）

臨時福祉給付金給付事業（約42億円増）

(仮称)さいたま市子ども総合センター整備事業（約16億円増）

4款 衛生費 高等看護学院建替事業（約10億円増）

8款 土木費 大宮駅東口大門町２丁目中地区第一種市街地再開発事業（約8億円増）

10款 教育費 舘岩少年自然の家新館増築事業（約15億円増）

【主な減額要因】
4款 衛生費 市立学校太陽光発電・蓄電池設置事業（約16億円減）
8款 土木費 武蔵浦和駅第３街区市街地再開発事業（約32億円減）
9款 消防費 (仮称)緑消防署等複合施設整備事業（約8億円減）
10款 教育費 学校体育館等避難場所機能整備事業（約30億円減）

※目的別とは、歳出の内訳を行政目的別（総務、民生、土木など）によって分類したものです。
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（３）歳出（性質別）

平成２８年度 平成２７年度 比 較 対比（％） 構成比（％）

240,936,307 228,141,898 12,794,409 5.6 51.4

人 件 費 76,245,467 77,095,256 △ 849,789 △ 1.1 16.3

扶 助 費 115,603,248 104,228,766 11,374,482 10.9 24.6

公 債 費 49,087,592 46,817,876 2,269,716 4.9 10.5

73,554,389 71,947,673 1,606,716 2.2 15.7

67,725,448 70,174,656 △ 2,449,208 △ 3.5 14.4

補 助 事 業 24,121,849 33,894,514 △ 9,772,665 △ 28.8 5.1

単 独 事 業 43,203,599 35,880,142 7,323,457 20.4 9.2

国直轄事業負担金 400,000 400,000 0 0.0 0.1

5 5 0 0.0 0.0

5,880,563 6,411,990 △ 531,427 △ 8.3 1.3

21,508,634 20,837,763 670,871 3.2 4.6

1,751,976 851,459 900,517 105.8 0.4

556,883 974,267 △ 417,384 △ 42.8 0.1

21,647,698 22,639,730 △ 992,032 △ 4.4 4.6

35,158,097 33,820,559 1,337,538 4.0 7.5

200,000 200,000 0 0.0 0.0

468,920,000 456,000,000 12,920,000 2.8 100.0

（単位：千円）

区 分

普 通 建 設 事 業 費

物 件 費

義 務 的 経 費

災 害 復 旧 事 業 費

歳 出 合 計

繰 出 金

予 備 費

貸 付 金

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

維 持 補 修 費

補 助 費 等

【主な増額要因】
扶助費 特定教育・保育施設等運営事業（約21億円増）
物件費 新クリーンセンター整備事業（約16億円増）

普通建設事業費 武蔵浦和駅第３街区市街地再開発事業（約22億円増）

組合施行等土地区画整理支援事業（約18億円増）
繰出金 後期高齢者医療事業特別会計繰出金（約8億円増）

介護保険事業特別会計繰出金（約6億円増）

【主な減額要因】
普通建設事業費 新クリーンセンター整備事業（約154億円減）

浦和駅西口南高砂地区市街地再開発事業（約16億円減）

補助費等 臨時福祉給付金給付事業（約25億円減）

子育て世帯臨時特例給付金給付事業（約15億円減）

※目的別の増減額要因とは、金額が一致しない場合があります。

※性質別とは、予算の節の区分を基準とし、市の経費を性質(人件費、物件費など)によって分類したもの
です。

【主な増額要因】
扶助費 臨時福祉給付金給付事業（約38億円増）

特定教育・保育施設等運営事業（約48億円増）
生活保護事業（約17億円増）

普通建設事業費 （仮称）さいたま市子ども総合センター整備事業（約16億円増）
舘岩少年自然の家新館増築事業（約15億円増）
高等看護学院建替事業（約10億円増）

積立金 公共施設マネジメント基金積立金（約10億円増）
繰出金 国民健康保険事業特別会計繰出金（約7億円増）

【主な減額要因】
普通建設事業費 武蔵浦和駅第３街区市街地再開発事業（約32億円減）

学校体育館等避難場所機能整備事業（約30億円減）
貸付金 組合施行等土地区画整理支援事業（約7億円減）

※目的別の増減額要因とは、金額が一致しない場合があります。

※性質別とは、予算の節の区分を基準とし、市の経費を性質(人件費、物件費など)によって分類したもの
です。
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